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2025年度 武蔵大学経済学部 学校推薦型選抜 指定校制推薦入学 

 

小論文課題 

 

設問 近年、人工知能（AI）技術の発展とともに、その活用が急速に広まっている。次の課

題文 A～Cを参考に、AI活用が社会全体に利益をもたらすかどうかについて、あなたの考

えを述べなさい（800字程度）。 

 

＜課題文 A＞ 「ＡＩ利用が生産性に与える効果 森川正之 一橋大学特任教授（エコノミ

スト３６０°視点）」 

 人工知能（ＡＩ）関連技術が進歩する中、２０１０年代後半に「第４次産業革命」ブーム

が起き、日本を含む多くの国がＡＩ振興戦略を策定した。最近は「Ｃｈａｔ（チャット）Ｇ

ＰＴ」をはじめとした生成ＡＩの利用が急速に広がり、資料作成、営業活動、顧客対応など

に活用する企業が増えている。 

 ＡＩは適用範囲の広い「汎用技術」なので、その開発・普及は経済全体の生産性を大幅に

高める潜在力がある。ＡＩが人間の能力を超える「技術的特異点」に達すると、経済成長率

が発散的に加速する理論的可能性も指摘された。同時にＡＩが人間の労働に代替し、多くの

雇用が失われるという試算も行われた。現時点では、特異点到達は遠い将来のことと見られ

ているが、当面の生産性や経済成長に対してＡＩはどの程度の効果を持つのだろうか。 

 １９９０年代半ばから２０００年代前半にかけ、「ＩＴ（情報技術）革命」で米国をはじ

めいくつかの国の生産性上昇率が加速した。コンピューターやソフトウエアなど「ＩＴ生産

産業」よりも金融業、運輸業、流通業といった「ＩＴ利用産業」の寄与度が大きかった。Ｉ

Ｔ利用産業の規模が大きいからである。最近は産業用ロボットなど自動化技術が、生産性や

雇用に及ぼす効果の研究が進展しているが、ＡＩの経済効果に関する実証分析は遅れてい

る。産業・企業のＡＩ利用実態に関する包括的なデータがなかったことが大きな理由である。 

 中堅規模以上の日本企業を対象に、筆者が経済産業研究所で行ってきた調査によれば、５

年前にＡＩを利用していた企業は３％に過ぎなかったが、最近の追跡調査によると１０％

の企業が利用している。特に大学・大学院卒の高学歴従業者の割合が高い企業ほどＡＩを利

用する傾向がある。そして利用企業の８割が、自社の長期的な生産性へのプラス効果を見込

んでいる。 

 一方、日本の就労者を対象にした最近の調査によれば、ＡＩを仕事に使っている人は約

６％だった。高学歴者ほど利用している傾向が顕著で、現時点で知的スキルとＡＩが補完的

なことを示唆している。利用者の約３分の２が業務効率が高まったと回答しており、個人差

が大きいものの、主観的な生産性上昇率の平均値は２０％以上だった。 

 原稿執筆、プログラミング、顧客サポートなど特定の業務を対象とした実証実験で、ＡＩ

の効果を厳密に計測する研究も現れている。分析対象とした業務によって効果のサイズに

は大きな幅があるものの、ほとんどが生産性を高める効果を確認している。 

 今後、ＡＩを仕事に使う人が増えるのは確実だから、経済全体の生産性に対して無視でき

ないプラス効果を持つと予想される。ただし、ＡＩの生産性効果が大きい業務に携わる人ほ
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どＡＩを利用しているというセレクション効果があり、ＡＩの適用が難しい産業や業務の

存在がマクロ経済効果を制約することに注意する必要がある。ＡＩの経済効果を高めるに

は、ホワイトカラーのデスクワークという範囲を超えた広範な業務への適用拡大が課題だ

ろう。 

出所：2024/05/10 日本経済新聞 朝刊 7 ページ 1228 文字 

 

＜課題文 B＞ 「ＡＩは仕事をどう変えるか 渡辺安虎 東大教授（エコノミスト３６０°

視点）」 

 人工知能（ＡＩ）の進歩は、仕事にどのような影響を与えるだろう？ コンピューターや

インターネットといったＩＴ（情報技術）が、人類の仕事に与えた影響を更に加速させる、

というのが自然な発想であろうか。 

 しかし、最近発表された一連の研究成果は、正反対の影響となる可能性を示唆している。

この話をする前に、まずはＩＴの影響について簡単に振り返ろう。 

 この５０年ほどの間、人類の技術発展の中心であったＩＴは「スキル偏重型の技術変化」

だったというのが労働経済学の整理だ。ＩＴはスキルの高い人の生産性を大幅に高める一

方で、低い人の生産性はそこまでは高めないという意味だ。それゆえ、この半世紀にわたっ

て先進国で所得格差が拡大した要因の一つだとも考えられている。 

 一方、この１年半ほどの間に発表されたＡＩの生産性に関する研究成果は、それとは反対

のことを示している。精度が高い計量経済学的な手法を用いて、ＡＩの生産性への因果効果

が計測されている。 

 それらの研究では、コールセンターやプログラマー、タクシー乗務員、戦略コンサルタン

トといった様々な職種で、ＡＩはスキルの低い人の生産性を大幅に上昇させる一方、高い人

の生産性はそれほど上昇させないことが示されている。ＩＴの「スキル偏重型の技術変化」

とは正反対の結果だ。むしろ、産業革命期に綿織機が及ぼした影響に似ているのかもしれな

い。 

 もちろん、これらの研究は特定の文脈、しかも生産性の計測が容易な個人単位の業務デー

タを用いたものが中心である点には注意が必要だ。しかし、この一貫した研究成果から、Ａ

Ｉが個人や企業に与える影響も見えてくる。 

 個人にとって大事なのは、どのようなスキルの重要性が上昇するかという点だろう。例え

ば、タクシー乗務員の仕事は運転・接客・需要予測などいくつかのタスクで構成されるが、

タスクごとに必要なスキルは異なる。需要予測をＡＩが代替するのであれば、タクシー乗務

員に重要になるのは接客のスキルかもしれない。ＡＩが契約書をチェックし、画像診断をす

るのであれば、弁護士や医師も同様かもしれない。 

 企業にとっては、ＡＩの導入で生産性が上がるだけではない。働く人のスキルレベルによ

る生産性の差が縮まり、より平均的になること、そして特定の技能がＡＩで置き換わること

が重要だ。その結果、ＡＩへの投資と人的資源管理が切り離せないものになるだろう。 

 社会へのインパクトはどうだろう。現在は医療をはじめ高い専門的スキルを持つ一部の

人が、極めて高い所得を得ている。これらのスキルにＡＩが幅広く利用される社会になるこ

とで、失われたミドルクラスが復活するという議論も出てきている。専門性の壁が下がれば、
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新たな挑戦も生まれやすくなる。 

 ＡＩについてはその脅威をあおる論も多い。しかし、その発展に応じて倫理面・技術面で

のルールを整えながら、より豊かな社会を築く技術として向き合っていきたい。 

出所：2024/06/14 日本経済新聞 朝刊 14 ページ 1203 文字 

 

＜課題文 C＞ 「技術革新と不平等の１０００年史（上・下）ダロン・アセモグル、サイモ

ン・ジョンソン著、利益共有する制度の実現を（この一冊）」 

 テクノロジーについて、普通の人はこう考えているだろう。テクノロジーが様々な問題を

引き起こした事例はあるにせよ、我々の生活は結局テクノロジーによって豊かになってき

た。引き起こされた様々な問題も、有能な者たちがテクノロジーによって解決してきたので

あり、今残る問題も同様にテクノロジーが解決していくのだ。有能な者たちが推進するテク

ノロジーの世界に懐疑的な目を向けるのは、批判好きな学者のように無責任なことだ、と。 

 著者たちは、こうした見方に真っ向から反論する。テクノロジーの成果によって広範な

人々が繁栄を享受できたのは、その発達を正しい方向に向け、利益を社会全体で共有する仕

組みを構築したからである。ごく一部のエリートたちは、テクノロジーの使い方を決め、何

が公共の利益になるかについての言説を支配し、自分たちに有利な仕組みを維持しようと

する。こうしたエリートたちの独占に一般の人々が異を唱え、テクノロジーがもたらす利益

を公平に分かち合うべきであると考えるようになり、それを実現するような制度や政策が

伴って、はじめて繁栄が共有されるのだ、と。 

 著者たちは、歴史叙述でそれを示す。農業の生産性向上が独占された長い時代、労働者の

利益にはならなかった産業革命、労働者が交渉力をつけてきた１９世紀後半、利益を共有す

るヴィジョンが挫折する２０世紀はじめの４０年、繁栄の共有が実現する第２次大戦後、独

占化が進む１９８０年以降。そして、焦眉の課題として、現代のデジタル技術を採り上げる。

エリートたちは「われらの利益こそ公益である」（フリードマン・ドクトリン）を振りかざ

し、デジタル技術をオートメーション、監視、データ収集、広告にばかり使う。だが、別の

使い方もある。人間の活動を補完し、人の役に立つ仕事を新たに生み出し、適切な情報を提

供し、人々を結びつけるプラットフォームをつくることもできる。そのためには、現状から

方向転換すべきだと人々が考え、市民社会が対抗勢力となり、具体的な制度・政策につなげ

ていく必要がある。それが著者たちのメッセージである。 

 最先端を走る気鋭の経済学者たちが、俗流経済学の常識をバッサリと斬り、大きな視点か

ら大胆な提言をしている。こうした経済学には、希望がある。 

《評》青山学院大学教授 中村 隆之 

原題＝ＰＯＷＥＲ ＡＮＤ ＰＲＯＧＲＥＳＳ（鬼澤忍・塩原通緒訳、早川書房・上下各３

３００円） 

▼アセモグル氏はトルコ出身、ジョンソン氏は英国出身。いずれも経済学者。 

出所：2024/03/16 日本経済新聞 37 ページ 1031 文字 
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